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係法令があるときはその趣旨及び目的をも参酌する」こと、②の場合につ  

き④「当該処分又は裁決がその根拠となる法令に違反してされた場合に害  

されることとなる利益の内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度  

をも勘案する」こと、が定められている。したがって、法9条2項は、次  

のように分析することができる。「当該処分又は裁決の根拠となる法令の  

規定の文言のみによることなく」という全体にかかる解釈指針があり、①  

「当該法令の趣旨及び目的」と②「当該処分において考慮されるべき利益  

の内容及び性質」という2つの考慮要素がある。そして、2つの考慮要素  

のそれぞれに対応するかたちで、③「目的を共通する関係法令」の趣旨・  

目的の参酌と、④処分が違法になされた場合に「害されることとなる利  

益」の内容・性質、侵害の態様・程度の勘案という、2つの判断手法が組  

み合わされている。   

法9条2項の構造は、全体的解釈指針があり、その下に、2つのペアを  

なす考慮要素と判断手法という計4つの必要的考慮事項がある、というも  

のである。以下、順に解説する。  

6 全体的解釈指針  

全体的解釈指針である「当該処分又は裁決の根拠となる法令の規定の文  

吉のみによることなく」という部分は、どのような意味を持つのであろう  

か。   

ある法律を解釈するにあたって憲法を含む法体系全体に目配りをすべき  

ことは当然であり、全体的解釈指針は、当然のことを確認的に記したよう  

にも見える。他方で、この全体的解釈指針も、当該法令の解釈から離れた  

判断を行うという趣旨ではなく、同項の定める必要的考慮事項を適切に踏  

まえつつ、当該行政法令を解釈するという趣旨であろう。結局のところ、  

この解釈指針は、取消訴訟の原告適格の範囲について、個別の事案の紛争  

状況を精査せずに条文上の仕組みのみの操作による狭小な解釈方法を明文  

により戒め、従前の判例法の解釈よりも実質的に拡大することを担保する、  

という趣旨と考えられる。   
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法（旧9条）がそのまま維持されている。行政訴訟検討会では、「法律上の  

利益を有する者」という文言について、これを変更すべきである（たとえ  

ば「法律上の利害関係を有する者」に変更する）という強い意見が出されたもの  

の、結果的に現状維持とされた。法9条1項が変更されなかったこととの  

関係で、いわゆる「狭義の訴えの利益」の問題となる同項のかっこ書きの  

部分についても、変更されていない。さらに、法10条1項についても、法  

改正はなされていない。   

他方、今回の法改正で、行政事件訴訟法9条2項が新設された。これは、  

取消訴訟の原告適格について、「法律上の利益を有する者」という文言は  

変更しないものの、行政処分の相手方以外の第三者について「法律上の利  

益」を有するか否かを判断する際の解釈指針を明示し、「法律上の利益」  

の有無を判断する場合の考慮事由を法定することにより、実質的に原告適  

格の範囲を拡大しようとするものである。すなわち、ある行政処分につい  

てどの範囲の者が原告適格を有するのかという解釈がなされる場合に、裁  

判官のとるべき解釈方法を指示するとともに、裁判官が必ず考慮しなけれ  

ばならない要素を法定するものである。新しい行政事件訴訟法の下で、原  

告適格の判断については、単なる解釈論としてではなく、法規範として法  

定された考慮事項（必要的考慮事項）に照らしたテストが常に要求される。  

これにより、取消訴訟の原告適格の範囲について、裁判所の運用上、実質  

的な拡大がはかられることが期待される。   

法9条2項は、まず、この解釈指針が、「処分又は裁決の相手方以外の  

者」について、法9条1項の「法律上の利益の有無を判断する」場合に適  

用されることを定める。これは、行政処分の直接の名宛人以外の第三者の  

原告適格について、特に必要的考慮事項を定めることにより、原告適格の  

実質的拡大を図るという趣旨を示している。   

次に、法9条2項は、「当該処分又は裁決の根拠となる法令の規定の文  

吉のみによることなく」、①「当該法令の趣旨及び目的」を考慮すること、  

②「当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質」を考慮するこ  

とを定める。そして、①の場合につき③「当該法令と目的を共通にする関  
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令といたしますと、関係法令とは何かというこれまたいろいろな解釈   

問題が生じて、かえって…・＝うんと狭いということにもなりかねな   

い0」「ただ、目的を共通にする関係法令について定めているのも、原   

告適格の実質的拡大を配慮したものでございますので＝…・これを限定   

的に解する必要は毛頭ありません。」   
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伊達火力発電所訴訟判決（最判昭和60・12・17判時1179号56貢）   

公有水面埋立法に基づく埋立免許・竣功認可の取消訴訟について、周辺  

で漁業権を有する者の原告適格が争われたもの。  

「処分の法律上の影響を受ける権利利益は、処分がその本来的効果とし  

て制限を加える権利利益に限られるものではなく、行政法規が個人の権利  

利益を保護することを目的として行政権の行使に制約を課していることに  

ょり保障されている権利利益もこれに当たり、右の制約に違反して処分が  

行われ行政法規による権利利益の保護が無視されたとする者も、当該処分  

の取消しを訴求することができると解すべきである。そして、右にいう行  

政法現による行政権の行使の制約とは、明文の規定による制約に限られる  

ものではなく、直接明文の規定はなくとも、法律の合理的解釈により当然  

に導かれる制約を含むものである。」  

係争となった行政処分の根拠法令について悪しき「仕組み解釈」による  

ことなく、具体的な紛争状況を踏まえて法体系全体を解釈し、「法律上の  

争訟」として司法的救済を果たすべき事案につき原告適格を認めるという  

趣旨であれば、この必要的考慮事項は有意味であろう。また、そうであれ  

ば、‾当該法令と目的を共通にする関係法令」の範囲について形式論的に  

狭く解することは、それこそ悪しき「仕組み解釈」に逆戻りするので、厳  

に戒められなければならない0「目的を共通にする」か否かといった新た  

な解釈問題が持ち込まれるのであれば、今回の法改正の趣旨全体に合致し  

ないであろう。筆者は、環境影響評価法や航空機騒音障害防止法をピック  

アップして必要的考慮事項の具体例とする論法について、悪しき「仕組み  

解釈」に逆転する危惧を感じる部分がある。原告適格の実質的拡大のため、  

憲法を含む法体系全体を踏まえ、かつ、個々の行政法令の文言のみにとら  

われない適切な解釈論の展開が望まれる。   

10 必要的考慮事項と「3判例」  

以下に紹介する3つの最高裁判決は、新しい行政事件訴訟法9条2項に  

定められた必要的考慮事項のうち、第1、第2、第3を導いたと思われる  

ものである。伊達火力発電所訴訟判決は、行政法規の明文の規定のみでな  

く法律の合理的解釈から導くことを、新潟空港訴訟判決は、当該処分の根  

拠法令と目的を共通にする関連法規を視野に入れて解釈することを、もん  

じゅ訴訟判決は、仮に事故が発生した場合の被害の性質を考慮して根拠法  

令を解釈することを、それぞれ述べている。特に、もんじゅ訴訟判決の一  

般論は、新法の必要的考慮事項に強い影響を与えていることが分かる。  

新潟空港訴訟判決（最判平成元・2・17民集43巻2号56貢）   

新潟空港の周辺住民が、運輸大臣が日本航空に対して行った同空港発着  

の定期航空運送事業免許の取消訴訟を提起したもの。最高裁は、空港周辺  

住民の原告適格について、次のように判示した。  

「当該行政法規が、不特定多数者の具体的利益をそれが帰属する個々人  

の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むか否かは、当該行  

政法規及びそれと目的を共通する関連法規の関係規定によって形成される  

法体系の中において、当該処分の根拠規定が、当該処分を通して右のよう  

な個々人の個別的利益をも保護すべきものとして位置付けられているとみ  

ることができるかどうかによって決すべきである。」   

結局、最高裁は、原告適格の判定にあたり、定期航空運送事業免許の根  

拠法である航空法に加えて、公共用飛行場周辺における航空機騒音による  

障害の防止等に関する法律を含めた解釈を行い、社会通念上著しい騒音被  

害を被る周辺住民につき原告適格を認めた。  

もんじゆ訴訟判決（最判平成4・9・22民集46巻6号571貢）   

高速増殖炉「もんじゅ」の周辺住民が、内閣総理大臣が、動力炉・核燃  

料開発事業団に対して行った原子炉設置許可の無効確認訴訟を提起したも  

の。最高裁は、周辺住民の原告適格について、次のような判示をした。  

「当該行政法規が、不特定多数者の具体的利益をそれが帰属する個々人   
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の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むか否かは、当該行   

政法規の趣旨・目的、当該行政法規が当該処分を通して保護しようとして   

いる利益の内容・性質等を考慮して判断すべきである。」  

判決は、上記の一般論を受けて、原子炉等規制法が許可条件として定め   

る技術的基準について、原子炉事故がもたらす災害による被害の性質を考   

慮したものであり、「単に公衆の生命、身体の安全、環境上の利益を一般   

的公益として保護しようとするにとどまらず、原子炉施設周辺に居住し、   

右事故等がもたらす災害により直接的かつ重大な被害を受けることが想定   

される範囲の住民の生命、身体の安全等を個々人の個別的利益としても保   

護すべきものとする趣旨を含むと解するのが相当である。」とした。  

11必要的考慮事項（その4）  

第4の必要的考慮事項は、違法処分がなされた場合に「害されることと  

なる利益の内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度」の勘案であ  

る。   

これは、昭和37年法下の判例法において見られた、原告適格の判断にお  

ける被侵害利益の要素の考慮とは、別次元の考慮事項と解することができ  

る0たとえば、もんじゅ訴訟の最高裁判決は、許可手続が違法であった場  

合に重大な事故が生じる可能性があり、その場合、原子炉施設の近くの住  

民につきその生命、身体等に直接的かつ重大な被害を受けるものと想定さ  

れることを述べているが、それは、あくまでも、許可の法的仕組みにおい  

て当該住民の生命、身体の安全等が個別的利益として保護されていること  

を導くための要素となっているに過ぎない0このようなかたちの被侵害利  

益の考慮は、新しい行政事件訴訟法9条2項では、第2の必要的考慮要素  

によって十分反映される0この第4の必要的考慮事項（判断手法）は、行  

政処分が根拠法令に違反して行われる場合を仮定し、そうするとどのよう  

な利益が侵害されることになるかを一旦視界に入れた上で、その侵害され  

る利益の内容・性質や、その利益が害される態様・程度という角度から、  

改めて当該処分において考慮されるべき「法律上の利益」の有無を判断す  

るという解釈プロセスを必ず要求するということである。すなわち、違法  
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な行政処分の結果としてマイナスの影響を受ける法的利益について幅広に  

考慮した上で、改めて当該法的利益の内容・性質、侵害の態様・程度の点  

を考慮し、原告適格の範囲について限界線を画するという、解釈手法が必  

要的なものとして規定されたのである。   

第4の考慮事項が求める解釈手法について、従前の判例法には見られな  

かった全く新しいものの導入であるとは言えず、里道供用廃止事件（朝0  

頁）における最高裁の判断枠組みは、この解釈手法に従ったものと見るこ  

とも可能である。しかし、第4の考慮事項が定める解釈手法が、裁判所が  

原告適格の判定を行う場合に必要的なものとして法定されたことは、今後  

の解釈運用上、非常に大きな変革をもたらす可能性がある0裁判所は、行  

政法令について抽象的な「仕組み解釈」のみによって結論を出すことは許  

されず、具体的な紛争状況に応じ、原告側の「害されることとなる利益の  

内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度」の勘案から論理構築し  

なければならない。第4の必要的考慮事項は、紛争として成熟したもの、  

あるいは、「法律上の争訟」として掬い上げるべきものを漏らさないよう  

に（憲法上、裁判拒否に当たらないように）、裁判実務が運用されるための手掛  

かりとなるべきものと考えられる。   

第4の必要的考慮事項については、行政処分の根拠法令の保護範囲外の  

利益であっても、侵害利益の側に着目して原告適格を根拠づけると解釈で  

きるのか、という問題がある。この点について、第2の必要的考慮事項  

（考慮要素）と結びつけた規定振りになっている以上、根拠法令の保護範  

囲として解釈できない利益までは拡大しないと解される0他方で、第4の  

必要的考慮事項において、利益侵害の態様・程度の問題が、当該行政処分  

の根拠法令から一旦は切り離されることは疑いない。そこで、侵害される  

利益の内容・性質が基本権侵害に当たるような場合、侵害の態様・程度と  

合わせるかたちで、憲法論を踏まえた根拠法令の解釈として原告適格を拡  

大してゆくことが可能になるのではないか0この点、ドイツ法では、基本  

権のみに基づいて原告適格が認められるのは、財産であれば「重大かつ受  

忍し難い」損害を受ける場合、営業であれば「存亡の危機に晒され、また   
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